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暮らし安全なまちづくりの推進

○消費生活相談窓口（消費生活センター）を設置。
○消費生活相談窓口の充実（消費生活相談員を週３日から５日に拡充）
○消費生活モニターの配置
○消費者講座の開催
○消費者被害に対しての啓発物品の作成、配布など
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多様化・複雑化する消費者被害に対して、消費生活相談を行うことで速やかに対応、解決に努める。
市民が各種消費者被害に遭わないよう啓発を行う。各種消費者被害の情報収集を行う。
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事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト －

－

評価結果

－

達成度

評価結果
（１次） Ａ 現行（計画）どおり事業を進めることが適当

効率性

説　　　明

（２次）

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

市では、消費生活センター（窓口）を設置し、市民からの消
費者問題の相談に対応したり、日々多様化・複雑化する消
費者問題の情報収集、被害に遭わないために消費者講座
などを行って啓発活動を行っている。現状では市民個人で
複雑な問題を解決することは困難であり、市が消費者問題
の被害から市民を守るために適切に相談に対応すること
や、消費者自身の自立を促すための教育をすることは義務
であると考える。現行どおり継続して実施したい。

評価委員会のコメント

点数

4

3

国では消費者庁の設置等消費者問題を解決するための体制を整備し、消費者安全法などでも県や市に
消費生活センターを設置し、消費者行政を強化するように推進している。射水市においても平成22年12月
に設置済み。今後より多様化・複雑化する消費生活相談に迅速、適切に対応することが求められている。

現在、消費生活専門相談員を週5日配置したことで、より専門的な消費者問題も迅速、適切に対応できる
ようになっている。

複雑な消費者問題にさらされている市民が、迷ったり困っている消費者問題について、解決やその糸口を
見つけ助言することは大変重要であり、市民の安心・安全なくらしに貢献している。

消費生活相談の内容は多様化・複雑化しているが、1事例ごとに個別に対応し、関係機関とも連携して解
決率を１００％としている。
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